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≡ ≡ (54) Title: VEHICLE BODY STRUCTURE

≡ (54) 発明の名称 ：車体構造

(57) Abstract: A vehicle body structure (10) has the follow
ing: a resin floor (22) disposed at the lower side of a vehicle
body; a resin pillar (78) disposed on the vehicle- width direc
tion outer side of the floor (22) so as to extend in the vertical
direction of the vehicle; and a connection member (80) that
comprises a material having higher ductility than the pillar
(78) and the floor (22) and that connects the pillar (78) and
the floor (22). With this structure, the load bearing strength
of the joint between the pillar (78) and the floor (22) i s se
cured.

(57) 要約： 車体下方側 に配置 され た樹脂製の フ
ロア （2 2 ) と、 フ ロア （2 2 ) の車 幅 方 向外
側 で車体 上下方 向に延在 す るよ うに配置 され た
樹脂 製の ビラ一 （7 8 ) と、 ビラ一 （7 8 ) 及
び フ ロア （2 2 ) よ りも延性の高 い材料 で構 成
され 、 ビラ一 （7 8 ) と フ ロア （2 2 ) とを連
結す る連結部材 （8 0 ) と、 を有す る車体構造
( 1 0 ) とす る。 これ に よ り、 ビラ一 （7 8 )

とフ ロア （2 2 ) との 接合部分 の耐荷 重強度 を
確保す る。



OAPI (BF, BJ, CF, CG, CI, CM, GA, GN, GQ, GW, ML, 添付公開書類：
MR, NE, SN, TD, TG). - 国際調査報告 （条約第 2 1条(3))



明 細 書

発明の名称 ：車体構造

技術分野
[0001 ] 本発明は、車体構造に関する。

背景技術
[0002] 車体を、各ピラーの中間から上側 （ルーフを含む）の車体上部体と下側 （

フロアを含む）の車体下部体とに 2 分割 し、車体上部体を樹脂材料で構成す

るとともに、車体下部体を金属材料で構成 した車両の車体構造は、従来から

知られている （例えば、特開 2 0 1 - 8 8 4 9 5 号公報参照）。

発明の概要

発明が解決しょうとする課題
[0003] このような車体構造において、更なる車両の軽量化を図るためには、車体

下部体も樹脂材料で構成することが考えられる。 しかしながら、この場合に

は、側面衝突時等、車幅方向外側から加えられる荷重に対 して、車体上部体

と車体下部体との接合部分における耐荷重強度を確保することが課題となる

[0004] そこで、本発明は、上記事情に鑑み、樹脂製ビラ一と樹脂製フロアとの接

合部分の耐荷重強度を確保できる車体構造を得ることを目的とする。

課題を解決するための手段
[0005] 上記の目的を達成するために、本発明に係る第 1 の態様の車体構造は、車

体下方側に配置された樹脂製のフロアと、前記フ口ァの車幅方向外側で車体

上下方向に延在するように配置された樹脂製のビラ一と、前記ビラ一及び前

記フロアよりも延性の高い材料で構成され、前記ビラ一と前記フロアとを連

結する連結部材と、を有する。

[0006] 第 1 の態様によれば、樹脂製ピラーと樹脂製フロアとを連結する連結部材

は、樹脂製ビラ一及び樹脂製フロアよりも延性の高い材料で構成されている

。 したがって、側面衝突時など、車幅方向外側から荷重が入力されると、そ



の連結部材によって、エネルギー吸収がなされ、樹脂製 ビラ一と樹脂製フロ

ァとの接合部分の破損が抑制又は防止される。つまり、これによれば、樹脂

製 ピラーと樹脂製フロアとの接合部分 （連結部材）の耐荷重強度を確保する

ことができる。

[0007] また、本発明に係る第 2 の態様の車体構造は、第 1 の態様の車体構造であ

つて、前記連結部材は、金属材料で構成されている。

[0008] 第 2 の態様によれば、連結部材が金属製であるため、その連結部材により

、車幅方向外側から入力された荷重を効率よく吸収することができる。

[0009] また、本発明に係る第 3 の態様の車体構造は、第 1 又は第 2 の態様の車体

構造であつて、前記連結部材の車幅方向外側で、前記ピラーと前記フロアと

の間に張設されたテンション部材を有する。

[001 0] 第 3 の態様によれば、連結部材の車幅方向外側におけるピラーとフロアと

の間に、テンション部材が張設されているので、そのテンション部材により

、 ビラ一の車幅方向内側への変形を抑制することができる。

[001 1] また、本発明に係る第 4 の態様の車体構造は、第 1 〜第 3 の何れかの態様

の車体構造であって、前記連結部材の下端部側は、車幅方向内側へ延在され

て前記フロアにボル 卜締結されるフロア締結部とされており、前記フロア締

結部は、車幅方向外側から荷重が入力されて車幅方向内側へ押圧されたとき

に、ボル トによって破断される脆弱部を有する。

[001 2] 第 4 の態様によれば、車幅方向外側から荷重が入力されてフロア締結部が

車幅方向内側へ押圧されると、ボル トによって脆弱部が破断され、そのフロ

ァ締結部が車幅方向内側ヘスライ ドする。 したがって、車幅方向外側から入

力された荷重を効率よく吸収することができる。

[001 3] また、本発明に係る第 5 の態様の車体構造は、第 4 の態様の車体構造であ

つて、前記脆弱部は、ボル ト揷通孔と該ボル ト揷通孔の車幅方向外側に形成

された貫通孔との間とされている。

[0014] 第 5 の態様によれば、ボル ト揷通孔の車幅方向外側に貫通孔を形成するこ

とで、脆弱部を形成することができる。つまり、これによれば、脆弱部を容



易に形成することができる。

発明の効果

[001 5] 以上のように、本発明によれば、樹脂製 ビラ一と樹脂製フロアとの接合部

分の耐荷重強度を確保することができる。

図面の簡単な説明

[001 6] [ 図 1] 本実施形態に係る樹脂ボディ構造を有する自動車を示す概略側断面図で

ある。

[ 図2] 本実施形態に係る樹脂ボディ構造を有する自動車の下部側を示す斜視図

である。

[ 図3] 本実施形態に係る樹脂ボディ構造のフロア部の構成を示す斜視図である

[ 図4 ] 本実施形態に係る車体構造を示す斜視図である。

[ 図5] 図 4 の X _ X 線矢視断面図である。

[ 図6] 本実施形態に係る連結部材を示す斜視図である。

[ 図7]側面衝突前における本実施形態に係る車体構造を示す側断面図である。

[ 図8]側面衝突後における本実施形態に係る車体構造を示す側断面図である。

[ 図9]側面衝突後における本実施形態に係る車体構造を示す側断面図である。

発明を実施するための形態

[001 7 ] 以下、本発明に係る実施の形態について、図面を基に詳細に説明する。な

お、図中に適宜記す矢印 F R は車体前後方向の前方向を、矢印 U P は車体上

下方向の上方向を、矢印 O U T は車幅方向外側をそれぞれ示す。また、以下

の説明で、特記な く前後、上下の方向を用いる場合は、車体前後方向の前後

、車体上下方向の上下を示すものとする。

[001 8 ] 図 1 で示すように、車両としての （電気）自動車 V には、本実施形態に係

る車体構造としての樹脂ボディ構造 1 0 が適用されている。 この樹脂ボディ

構造 1 0 は、図 1 、図 2 、図 4 で示すように、アンダーボディ 1 2 と、フロ

ン 卜サスペンションモジュール 1 4 と、フロン トエネルギー吸収部材 （以下

「フロン トE A 部材」という） 1 6 と、 リアサスペンションモジュール 1 8



と、 リアエネルギー吸収部材 （以下 「リア E A 部材」 という） 2 0 と、サイ

ドエネルギ一吸収部材 （以下 「サイ ドE A 部材」 という） 6 8 と、センタ一

ビラ一 7 8 と、 を主要部 と して構成 されている。

[001 9] ( アンダーボデ ィの構成）

樹脂製のアンダ一ボデ ィ 1 2 は、平面視で略矩形状 とされたフロア部 2 2

と、 フロア部 2 2 の前端か ら上向きに立設されたダッシュロア部 2 4 と、 フ

ロア部 2 2 の後端か ら上向きに立設されたロアバ ック部 2 6 と、 を含んで構

成 されている。 ダッシュロア部 2 4 及び ロアバ ック部 2 6 は、 フロア部 2 2

の略全幅に亘る長さを有 してお り、正面視では車幅方向が長手方向とされた

略矩形状 に構成 されている。

[0020] また、図 2 、図 3 で示すように、 ダッシュロア部 2 4 の車幅方向両端か ら

は、後向きに前側壁 2 8 が延設されてお り、 口アバ ック部 2 6 の車幅方向両

端か らは、前向きに後側壁 3 0 が延設されている。前側壁 2 8 及び後側壁 3

0 は、それぞれの下端がフロア部 2 2 (後述するロッカ 3 6 ) の車幅方向外

端部 に連続 してお り、かつ互いに前後 に離間 している。以上により、 アンダ

—ボデ ィ 1 2 は、全体 と してバスタブ状 （側壁の一部が切 り欠かれたパスタ

プ状）に形成 されている。

[0021 ] また、図 1 、図 3 で示すように、 フロア部 2 2 は、略水平面に沿 って平坦

な下壁 3 2 を有 している。そ して、下壁 3 2 の車幅方向両側か らは、上向き

に外側壁 3 4 が立設されている。 また、下壁 3 2 の車体上方側 には、それぞ

れ前後方向が長手方向とされた骨格構造 と しての左右一対のロッカ 3 6 とセ

ンタ一骨格形成部 3 8 とが設けられている。

[0022] 左右のロッカ 3 6 は、下壁 3 2 と、下壁 3 2 と上下に対向する上壁 4 0 と

、外側壁 3 4 と、外側壁 3 4 と車幅方向に対向する内側壁 4 2 とで、正断面

視で矩形枠状の閉断面構造に構成 されている。センター骨格形成部 3 8 は、

下壁 3 2 と、下壁 3 2 と上下に対向する上壁 4 4 と、互いに対向する一対の

センタ一側壁 4 6 とで、正断面視で矩形枠状の閉断面構造に構成 されている



[0023] なお、本実施形態では、上壁 4 0 と上壁 4 4 とは、下壁 3 2 との対向間隔

が異なるように構成されている。すなわち、左右のロッカ3 6 の方がセンタ

—骨格形成部 3 8 よりも高位となるように構成されている。

[0024] 図 1 〜図 3 で示すように、ダッシュロア部 2 4 は、閉断面構造とされて左

右のロッカ3 6 及びセンタ一骨格形成部 3 8 の前端部に架け渡されている。

そして、ロアバック部 2 6 は、閉断面構造とされて左右のロッカ3 6 及びセ

ンタ一骨格形成部 3 8 の後端部に架け渡されている。

[0025] 具体的には、ダッシュロア部 2 4 は、前後に対向する前壁 4 8 及び後壁 5

0 と、下壁 3 2 に対向する上壁 5 2 とを有 して構成されている。すなわち、

ダッシュ口ァ部 2 4 は、側断面視で、下壁 3 2 と、前壁 4 8 と、後壁 5 0 と

、上壁 5 2 とで閉断面構造に構成されている。そして、本実施形態では、ダ

ッシュロア部 2 4 を構成する後壁 5 0 の下部は、傾斜壁 5 O S とされている

[0026] 傾斜壁 5 0 S は、前端側より後端側が下方に位置するように前後 （水平）

方向に対 して傾斜されており、その前上端は後壁 5 0 の上下方向に略沿った

上下壁 5 0 V の下端に連続されている。そして、傾斜壁 5 O S の前上端 （上

下壁 5 0 V との境界部）の上下方向の位置は、側面視において、フロン トE

A 部材 1 6 の中心線 （図心を通る線）C L の上下方向の位置に略一致されて

いる。

[0027] —方、傾斜壁 5 0 S の後下端は、フロア部 2 2 におけるロッカ3 6 及びセ

ンタ一骨格形成部 3 8 の形成部位では、下壁 3 2 と対向する上壁 4 0 、 4 4

に連続されている。また、傾斜壁 5 O S の後下端は、フロア部 2 2 における

ロッカ3 6 及びセンタ一骨格形成部 3 8 の非形成部位では、下壁 3 2 に接合

される上フランジ 1 2 U F (後述）に連続されている。

[0028] また、ロアバック部 2 6 は、前後に対向する後壁 5 4 及び前壁 5 6 と、下

壁 3 2 に対向する上壁 5 8 とを有 して構成されている。すなわち、ロアバッ

ク部 2 6 は、下壁 3 2 と、後壁 5 4 と、前壁 5 6 と、上壁 5 8 とで側断面視

で閉断面構造に構成されている。前壁 5 6 は、前端側が後端側よりも下方に



位置するように、全体 として前後 （水平）方向に対 して傾斜されている。

[0029] 更に、 フロア部 2 2 は、左右のロッカ 3 6 とセンタ一骨格形成部 3 8 とを

前後方向の略中央部で架け渡すセンタ一クロス部 6 0 を有 している。センタ

—クロス部 6 0 は、下壁 3 2 と、下壁 3 2 と上下に対向する上壁 6 2 と、前

後に対向する前壁 6 4 及び後壁 6 6 とで側断面視で矩形枠状の閉断面構造に

構成されている。

[0030] 以上説明 したアンダーボデ ィ 1 2 は、樹脂材料にて構成されている。アン

ダ一ボデ ィ 1 2 を構成する樹脂材料 としては、例えば炭素繊維、ガラス繊維

、ァラミ ド繊維などの強化繊維を含有する繊維強化樹脂が挙げられる。

[0031 ] そ して、 このアンダーボデ ィ 1 2 ( フロア部 2 2 ) は、 ロアパネル 1 2 L

とアッパーパネル 1 2 U とを上下に重ね合わせて接合することで構成されて

いる。具体的には、図 3 で示すように、 ロアパネル 1 2 L は、下壁 3 2 と、

外側壁 3 4 と、 ダッシュロア部 2 4 の前壁 4 8 と、 ロアバ ック部 2 6 の後壁

5 4 と、前側壁 2 8 の外壁 2 8 A と、後側壁 3 0 の外壁 3 0 A と、平面視で

周縁部か ら外向きに張 り出された下フランジ 1 2 L F とを含んで構成されて

いる。

[0032] —方、アツパ一パネル 1 2 U は、 ロッカ 3 6 の上壁 4 0 及び内側壁 4 2 (

骨格形成部）と、センタ一骨格形成部 3 8 の上壁 4 4 及び一対のセンタ一側

壁 4 6 (骨格形成部）と、ダッシュロア部 2 4 の後壁 5 0 (上下壁 5 0 V 、

傾斜壁 5 0 S ) 及び上壁 5 2 と、 口アバ ック部 2 6 の前壁 5 6 及び上壁 5 8

と、センタ一クロス部 6 0 の上壁 6 2 、前壁 6 4 及び後壁 6 6 と、前側壁 2

8 の内壁 2 8 B と、後側壁 3 0 の内壁 3 0 B と、平面視で周縁部か ら外向き

に張 り出された上フランジ 1 2 U F とを含んで構成されている。

[0033] なお、上フランジ 1 2 U F は、内側壁 4 2 、センタ一側壁 4 6 、傾斜壁 5

O S ( ロッ力 3 6 、センタ一骨格形成部 3 8 の非形成部）、前壁 5 6 ( ロッ

力 3 6 、センター骨格形成部 3 8 の非形成部）、前壁 6 4 及び後壁 6 6 の各

下端にも形成されている。

[0034] したがって、アンダーボデ ィ 1 2 は、 ロアパネル 1 2 L とアッパーパネル



2 しとが、下フランジ 1 2 1_ 「と上フランジ 1 2 U F とで接着されるとと

もに、上記各下端に形成された上フランジ 1 2 U F と下壁 3 2 とが接着され

ることで互いに固着され、上記各閉断面構造を構成するようになっている。

そして、前側壁 2 8 は、外壁 2 8 A と内壁 2 8 B とで閉断面構造を構成 し、

後側壁 3 0 は、外壁 3 O A と内壁 3 0 B とで閉断面構造を構成するようにな

つている。

[0035] (サ スペ ンシ ョンモジュールの構成）

図 1 で示すように、フロン トサスペンションモジュール 1 4 は、サスペン

ションメンバ 7 0 と、図示 しない左右一対のフロン 卜サスペンションとを少

なくとも含んで構成されている。サスペンションメンバ 7 0 は、車幅方向が

長手方向とされるとともに、図 1 の側断面視で閉断面構造とされている。

[0036] また、サスペンションメンバ 7 0 には、左右のフロン トサスペンションが

全体として組み付けられており、サスペンションメンバ 7 0 は、各フロン ト

サスペンションを介 して前輪W f (図 1参照）を転舵可能に支持するように

なっている。すなわち、各フロン トサスペ ンシ ョンは、自動車V の車体を構

成する他の部分に頼ることなく独立 して機能するように、サスペンションメ

ンバ 7 0 に支持されている。

[0037] —方、 リアサスペンションモジュール 1 8 は、サスペンションメンバ 7 4

と、図示 しない左右一対のリァサスペンションとを少なくとも含んで構成さ

れている。サスペンションメンバ 7 4 には、左右のリアサスペンションが全

体として組み付けられており、サスペンションメンバ 7 4 は、各 リアサスぺ

ンシヨンを介 して後輪W r を回転可能に支持するようになっている。すなわ

ち、各 リアサスペンションは、自動車V の車体を構成する他の部分に頼るこ

となく独立 して機能するように、サスペンションメンバ 7 4 に支持されてい

る。

[0038] 更に、後輪W r には、ホイールインモータ一が内蔵されている。そして、

リアサスペンションモジュール 1 8 には、ホイールインモータ一を駆動する

ための図示 しないバッテ リー及び制御装置であるP C U (パワーコン ト口一



ルユニッ ト）が組み付けられている。 したがって、 リアサスペンションモジ

ユール 1 8 は、自動車 V の駆動ユニッ トとして捉えることもできる。

[0039] そ して、図 1 で示すように、フロン 卜のサスペンションメンバ 7 0 は、ダ

ッシュロア部 2 4 に締結にて固定されるとともに、下壁 3 2 に締結にて固定

されている。具体的には、サスペンションメンバ 7 0 は、その本体部 7 0 M

が車幅方向の複数箇所でダッシュロア部 2 4 の前壁 4 8 に締結固定されてい

る。そ して、その本体部 7 O Mの後下端の角部から後向きに延設されたフラ

ンジ 7 O F が、下壁 3 2 の下面に重ね合わされた状態で、車幅方向の複数箇

所で下壁 3 2 (のダッシュロア部 2 4 を構成する部分）に締結固定されてい

る。

[0040] また、 リアのサスペンションメンバ 7 4 は、ロアバック部 2 6 に締結にて

固定されている。具体的には、このサスペンションメンバ 7 4 は、ロアバッ

ク部 2 6 の後壁 5 4 に車体後方側へ突出するように一体に形成された傾斜壁

5 4 A に、接続プレー 卜7 2 を介 して締結固定されている。

[0041 ] ( E A 部材の構成）

図 1 で示すように、フロン トE A 部材 1 6 は、サスペンションメンバ 7 0

の車幅方向の長さ （左右のフロン トサスペンションの間隔）と略同等の車幅

方向に沿った長さを有するボックス形状 （略矩形箱状）に形成されている。

そ して、このフロン トE A 部材 1 6 は、その後端から張 り出されたフランジ

1 6 F において、サスペンションメンバ 7 0 に締結固定されている。

[0042] 図 1、図 2 で示すように、 リアE A 部材 2 0 は、サスペンションメンバ 7

4 の車幅方向の長さ （左右の リアサスペンションの間隔）と略同等の車幅方

向に沿った長さを有するボックス形状 （略矩形箱状）に形成されている。そ

して、この リアE A 部材 2 0 は、その車幅方向両端から張 り出されたフラン

ジ 2 0 F において、サスペンションメンバ 7 4 に締結固定されている。

[0043] 更に、サイ ドE A 部材 6 8 は、図 2 、図4 で示すように、ロッカ3 6 の車

体前後方向の長さ （前側壁 2 8 と後側壁 3 0 との間の間隔）と略同等の車体

前後方向に沿った長さを有するボックス形状 （略矩形箱状）に形成されてい



る。そして、このサイ ドE A 部材 6 8 は、その車幅方向内側で、かつ上下方

向略中央部に前後方向に延在するように形成されたスリッ卜部 6 8 A が、口

ッカ3 6 における上フランジ 1 2 U F 及び下フランジ 1 2 L F に、それらを

上下から挟持するように接着されることで、そのロッカ3 6 に固定されてい

る。

[0044] 以上説明したフロン卜E A 部材 1 6 、 リアE A 部材 2 0 、サイ ドE A 部材

6 8 は、樹脂材料にて各部が一体に形成されている。フロン トE A 部材 1 6

、 リアE A 部材 2 0 、サイ ドE A 部材 6 8 を構成する樹脂材料としては、例

えば炭素繊維、ガラス繊維、ァラミド繊維などの強化繊維を含有する繊維強

化樹脂が挙げられる。また、フロン トE A 部材 1 6 、 リアE A 部材 2 0 、サ

ィ ドE A 部材は、アルミニウムやその合金などの金属材料で構成 してもよい

[0045] (センタ一ビラ一とフロア部との接合構造）

図4 で示すように、この自動車V におけるセンタ一ビラ一 7 8 は、樹脂製

とされている。すなわち、このセンタ一ビラ一 7 8 は、例えば炭素繊維、ガ

ラス繊維、ァラミド繊維などの強化繊維を含有する繊維強化樹脂材料で成形

されている。なお、図示 しないフロントビラ一及びリアビラ一も樹脂製とさ

れているが、本実施形態では、センタ一ビラ一 7 8 について説明する。

[0046] 図 5 で示すように、センタ一ビラ一 7 8 は、水平方向に沿った断面で略ハ

ッ卜形状に形成されている。そして、このセンタ一ビラ一 7 8 は、連結部材

8 0 によって、アンダーボディ 1 2 のフロア部 2 2 と連結 （接合）されてい

る。連結部材 8 0 は、アルミニウムやその合金などの延性の高い金属材料で

構成されており、図 6 、図 7 で示すように、正面視略 「し」字状に折り曲げ

られた （略 9 0 ° に折り曲げられた曲折部 8 O A を有する）角筒状 （閉断面

形状）に形成されている。

[0047] 詳細には、この連結部材 8 0 は、図 5 で示すように、その上端部側である

ビラ一締結部 8 2 がセンタ一ビラ一 7 8 内に嵌合されるように、その断面外

形状がセンタ一ビラ一 7 8 の内壁面の形状に沿った平断面視等脚台形状に形



成 されている。そ して、図 4 〜図 6 で示すように、 ビラ一締結部 8 2 の車幅

方向に対 して傾斜 された前壁及び後壁には、それぞれボル 卜揷通孔 8 2 A が

形成 され、センタ一 ビラ一 7 8 の車幅方向に対 して傾斜 された前壁及び後壁

にも、それぞれボル 卜揷通孔 7 8 A が形成 されている。

[0048] したがって、各ボル 卜揷通孔 8 2 A と各ボル 卜揷通孔 7 8 A とを連通させ

、連通された各ボル ト揷通孔 7 8 A 、 8 2 A にボル ト9 4 を揷通 して、連結

部材 8 0 内に設けられたウエル ドナ ッ ト9 6 に螺合することにより、連結部

材 8 0 の ビラ一締結部 8 2 がセンタ一 ビラ一 7 8 の下端部側 に締結固定され

る。なお、各ボル ト揷通孔 7 8 A 、 8 2 A は、各前壁及び各後壁に上下に 2

個ずつ設けられている。

[0049] —方、連結部材 8 0 の下端部側であるフロア締結部 8 4 は、 フロア部 2 2

のロッカ 3 6 を構成する上壁 4 0 に複数のボル ト9 4 及び高ナ ツ 卜9 8 によ

つて締結固定されている。詳細には、図 7 で示すように、 ロッカ 3 6 を構成

する下壁 3 2 と上壁 4 0 との間には、車幅方向 （フロア締結部 8 4 の長手方

向）に沿 って高ナ ッ ト9 8 が配置されてお り、その高ナ ッ ト9 8 は、ボル 卜

9 4 によって下壁 3 2 に固定されている。

[0050] すなわち、上壁 4 0 及び下壁 3 2 には、同軸的にボル ト揷通孔 4 0 A 、 3

2 A が形成 されてお り、高ナ ッ ト9 8 の高さは、下壁 3 2 と上壁 4 0 との間

の間隔 と同一 とされている。 したがって、下壁 3 2 のボル ト揷通孔 3 2 A に

揷通されたボル 卜9 4 が高ナ ッ 卜9 8 の下部側 に螺合されることにより、そ

の高ナ ツ 卜9 8 が、上壁 4 0 に形成 されたボル 卜揷通孔 4 0 A と連通可能な

状態で、下壁 3 2 に固定されるようになっている。

[0051 ] そ して、図 6 、図 7 で示すように、 フロア締結部 8 4 には、車幅方向 （長

手方向）に沿 って複数のボル ト揷通孔 8 4 A が形成 されてお り、 フロア締結

部 8 4 の内部 には、各ボル 卜揷通孔 8 4 A と同軸的に連通する円筒状のカラ

—部材 7 6 が配置されている。 したがって、 フロア締結部 8 4 は、ボル ト9

4 が、ボル 卜揷通孔 8 4 A ( カラ一部材 7 6 ) 及びボル 卜揷通孔 4 0 A に揷

通されて、高ナ ッ ト9 8 の上部側 に螺合されることにより、 フロア部 2 2 (



ロッカ3 6 ) に固定されるようになっている。

[0052] なお、カラ一部材 7 6 は、連結部材 8 0 内に配置されているだけで、特に

固定されていない。また、図 6 で示すように、フロア締結部 8 4 において、

各ボル 卜揷通孔 8 4 A の車幅方向外側に隣接 した部位には、ボル 卜揷通孔 8

4 A の内径と同一か、それよりも小さい内径とされた荷重制御孔としての貫

通孔 8 4 B が形成されている。これにより、ボル ト揷通孔 8 4 A と貫通孔 8

4 B との間を、側面衝突時にボル 卜9 4 によって破断可能な脆弱部 8 6 とす

ることができる構成である。

[0053] また、図4 、図 7 で示すように、センタ一ビラ一 7 8 の下端部とロッカ3

6 を構成する下壁 3 2 との間には、サイ ドE A 部材 6 8 を巻き込むようにし

て （サイ ドE A 部材 6 8 の車幅方向外側を通るようにして）、帯状のテンシ

ョン部材 9 0 が張設されている （予め決められた張力を有 した状態で設けら

れている）。

[0054] このテ ンシ ョン部材 9 0 は、ゴム等の弾性体で構成されており、その上端

部は、図 5 で示すように、センタ一ビラ一 7 8 及び連結部材 8 0 にボル ト9

4 及びウエル ドナット9 6 によって締結固定されている。つまり、センタ一

ビラ一 7 8 及び連結部材 8 0 には、それぞれテンション部材 9 0 を取り付け

るためのボル 卜9 4 を揷通させるボル 卜揷通孔 7 8 B、 8 2 B も形成されて

いる。

[0055] そ して、テンション部材 9 0 の下端部は、図 7 で示すように、車幅方向最

外側の高ナツ卜9 8 に螺合されるボル 卜9 4 によって下壁 3 2 に締結固定さ

れている。なお、このテンション部材 9 0 の幅は、連結部材 8 0 の幅とほぼ

同 じ幅に形成されている。その他、図 7 で示すように、テ ンシ ョン部材 9 0

の車幅方向外側には、車両の外観を構成するアウターパネル 8 8 と ドア9 2

が設けられている。

[0056] 以上のような構成の樹脂ボディ構造 1 0 において、次にその作用について

説明する。

[0057] 本実施形態に係る樹脂ボディ構造 1 0 が適用された （電気）自動車V は、



サ スペ ンシ ョンメ ンバ 7 4 に内蔵された P C U か ら後輪W r の ホ イール イ ン

モータ一に電力が供給 され、そのホイールインモータ一の駆動力により走行

する。そ して、 この自動車 V では、ステア リングホイールの操舵 に応 じて、

フ ロ ン 卜サ スペ ンシ ョンを介 して支持された前輪W f が転舵 される。

[0058] この自動車 V において、前面衝突が生 じると、 フロン トE A 部材 1 6 に衝

突荷重が入力される。 この衝突荷重によりフ ロ ン トE A 部材 1 6 は圧縮変形

され、衝撃エネルギー （動荷重）を吸収 しつつ、サ スペ ンシ ョンメンバ 7 0

に荷重 （支持反力）を伝達する。 このとき、 フ ロ ン トE A 部材 1 6 に入力さ

れた衝突荷重は、サ スペ ンシ ョンメンバ 7 0 の広い面 （車幅方向に長い壁）

で受け止め られ、 フ ロ ン トE A 部材 1 6 は安定 して圧縮変形 される。

[0059] したがって、 フロン トE A 部材 1 6 による衝突荷重の吸収が効率 よ く行わ

れる。なお、 フ ロ ン トE A 部材 1 6 によって吸収仕切れずに、サスペ ンシ ョ

ンメンバ 7 0 に伝達された衝突荷重は、 ダッシュロア部 2 4 を介 してフロア

部 2 2 に伝達され、そのフロア部 2 2 によって吸収 される。

[0060] すなわち、傾斜壁 5 0 S の前上端の上下方向の位置は、側面視でフ口ン 卜

E A 部材 1 6 の中心線 C L の上下方向の位置に略一致 している。 したがって

、 フロン トE A 部材 1 6 か らダッシュロア部 2 4 に入力された荷重は、 フロ

ァ部 2 2 のロ ッカ 3 6 及びセンタ一骨格形成部 3 8 に効率 よ く伝達される。

つまり、上記衝突荷重 （ダッシュロア部 2 4 を後方に倒す向きのモーメン ト

) は、傾斜壁 5 O S の軸力 と して効率 よ くロ ッカ 3 6 及びセンタ一骨格形成

部 3 8 に伝達される。

[0061 ] また、 この自動車 V において、後面衝突が生 じると、 リア E A 部材 2 0 に

衝突荷重が入力される。 この衝突荷重によりリア E A 部材 2 0 は圧縮変形 さ

れ、衝撃エネルギー （動荷重）を吸収 しつつ、サスペ ンシ ョンメンバ 7 4 に

荷重 （支持反力）を伝達する。 このとき、 リア E A 部材 2 0 に入力された衝

突荷重は、サ スペ ンシ ョンメンバ 7 4 の広い面 （車幅方向に長い壁）で受け

止め られ、 リア E A 部材 2 0 は安定 して圧縮変形 される。

[0062] したがって、 リア E A 部材 2 0 による衝突荷重の吸収が効率 よ く行われる



。なお、 リアE A 部材 2 0 によって吸収仕切れずに、サスペ ンシ ョンメンバ

7 4 に伝達された衝突荷重は、ロアバック部 2 6 を介 してフロア部 2 2 に伝

達され、フロア部 2 2 によって吸収される。

[0063] 更に、この自動車V において、図 8 で示すように、加害車両 1 0 0 によつ

て側面衝突が生 じると、 ドア9 2 及びアウターパネル 8 8 が車幅方向内側へ

押されて移動する。すると、その側面衝突によって入力された衝撃エネルギ

- (衝突荷重）により、センタ一ビラ一 7 8 と共に連結部材 8 0 のビラ一締

結部 8 2 側、詳細には曲折部 8 0 A よりも車体上方側が車幅方向内側へ向か

つて塑性変形する。

[0064] ここで、この連結部材 8 0 は、樹脂製のセンタ一ビラ一 7 8 及び樹脂製の

フロア部 2 2 よりも延性の高い金属製とされている。 したがって、その側面

衝突時の衝突荷重を、連結部材 8 0 の塑性変形によって、ある程度吸収 （緩

和）することができる。つまり、これにより、センタ一ビラ一 7 8 とフロア

部 2 2 との接合部分 （連結部材 8 0 ) の耐荷重強度を確保することができる

。よって、センタ一ビラ一 7 8 及びフロア部 2 2 の破断 （割れ）を防止する

ことができる。

[0065] また、この連結部材 8 0 の変形に伴い、テンション部材 9 0 の上端部側が

車幅方向内側へ移動する。すると、サイ ドE A 部材 6 8 は、ロッカ3 6 の車

幅方向外側端面に支持 （固定）されているため、そのテ ンシ ョン部材 9 0 は

、サイ ドE A 部材 6 8 を潰 しつつ （圧縮変形 しつつ）移動する。 したがって

、テ ンシ ョン部材 9 0 が設けられていない構成に比べて、サイ ドE A 部材 6

8 による衝突荷重の吸収が効率よく行われる。

[0066] また、テ ンシ ョン部材 9 0 の上端部側が車幅方向内側へ移動すると、セ ン

タ一ビラ一 7 8 がテ ンシ ョン部材 9 0 の弾性復元力によって車幅方向外側に

向けて引っ張られる。 したがって、センタ一ビラ一 7 8 の車幅方向内側への

移動 （連結部材 8 0 のビラ一締結部 8 2 側の曲折部 8 O A を支点とした曲げ

変形）を抑制することができ、車室の変形を抑制することができる。

[0067] また、連結部材 8 0 の塑性変形及びサイ ドE A 部材 6 8 の圧縮変形で吸収



仕切れない衝突荷重が入力されたときには、連結部材 8 0 が更に車幅方向内

側へ押圧される。すると、図 9 で示すように、 カラ一部材 7 6 は連結部材 8

0 に固定されていないことか ら、脆弱部 8 6 がボル 卜9 4 に相対的に車幅方

向外側へ押圧されることで破断され、連結部材 8 0 のフロァ締結部 8 4 が車

幅方向内側へ （ボル 卜9 4 が貫通孔 8 4 B 内に配置されるまで）スライ ドす

る （並進する）。

[0068] したがって、更に衝突荷重を吸収 （緩和）することができる。つまり、 こ

れによれば、センタ一 ビラ一 7 8 とフロア部 2 2 との接合部分 （連結部材 8

0 ) の耐荷重強度 をより一層確保することができ、センタ一 ビラ一 7 8 及び

フロア部 2 2 の破断 （割れ）をより一層防止することができる。

[0069] なお、以上のような構成でも吸収仕切れなかった衝突荷重は、 ロッカ 3 6

( フロア部 2 2 ) に伝達されて吸収 される。 したがって、側面衝突時におけ

るアンダーボデ ィ 1 2 の変形 を抑制又は防止することができる。すなわち、

側面衝突時における車室の変形 を抑制又は防止することができる。

[0070] また、 このように、 アンダーボデ ィ 1 2 が樹脂製 とされても、上記の通 り

、センタ一 ビラ一 7 8 とフロア部 2 2 との接合部分である連結部材 8 0 を、

側面衝突時のエネルギー吸収部材 と して機能させることができる。 したがつ

て、 自動車 V の軽量化を達成することができる。

[0071 ] 以上、本実施形態に係 る車体構造 （樹脂ボデ ィ構造 1 0 ) について、図面

を基に説明 したが、本実施形態に係 る車体構造は、図示のものに限定される

ものではな く、本発明の要旨を逸脱 しない範囲内において、適宜設計変更可

能なものである。例えば、 アッパーパネル 1 2 U とロアパネル 1 2 L とは、

融着ゃ溶着 によって接合されてもよい。 また、連結部材 8 0 の ビラ一締結部

8 2 は、接着剤 によってセンタ一 ビラ一 7 8 に接合される構成であってもよ

い。



請求の範囲

車体下方側 に配置 された樹脂製のフロアと、

前記 フ口ァの車幅方向外側で車体上下方向に延在するように配置 さ

れた樹脂製の ビラ一 と、

前記 ビラ一及び前記 フロアよ りも延性の高い材料で構成 され、前記

ビラ一 と前記 フロアとを連結する連結部材 と、

を有する車体構造。

前記連結部材は、金属材料で構成 されている請求項 1 に記載の車体

構 。

前記連結部材の車幅方向外側で、前記 ピラー と前記 フロアとの間に

張設 されたテ ンシ ョン部材 を有する請求項 1 又 は請求項 2 に記載の車

体ネ适。

前記連結部材の下端部側 は、車幅方向内側へ延在 されて前記 フ口ァ

にボル 卜締結 されるフロア締結部 とされてお り、

前記 フロア締結部 は、車幅方向外側か ら荷重が入力されて車幅方向

内側へ押圧 された ときに、ボル トによって破断される脆弱部 を有する

請求項 1 〜請求項 3 の何れか 1 項 に記載の車体構造。

前記脆弱部 は、ボル 卜揷通孔 と該ボル 卜揷通孔の車幅方向外側 に形

成 された貫通孔 との間 とされている請求項 4 に記載の車体構造。
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